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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
有機樹脂成分と金属水和物とを含む吸熱性組成物であって、
（１）前記有機樹脂成分は、活性水素原子を有する官能基が３つ以上のポリエステルポリ
オール類とイソシアネート類とを組み合わせて得られるウレタン樹脂を含有し、
（２）前記金属水和物は、含水量が６重量％以上であり、且つ、脱水又は分解温度が５０
～２００℃であり、
（３）前記有機樹脂成分と前記金属水和物との重量比が５：９５～９０：１０である、
ことを特徴とする吸熱性組成物。
【請求項２】
（１）前記有機樹脂成分は、可塑剤を含有する、請求項１に記載の吸熱性組成物。
【請求項３】
（１）前記有機樹脂成分は、ウレタン樹脂硬化触媒を含有する、請求項１又は２に記載の
吸熱性組成物。
【請求項４】
請求項１～３のいずれかに記載の吸熱性組成物を、密度が０．８～４ｇ／ｃｍ３となるよ
うに成型することにより得られる吸熱性成型体。
【請求項５】
請求項１～３のいずれかに記載の吸熱性組成物を、密度が０．８～４ｇ／ｃｍ３となるよ
うに成型する吸熱性成型体の製造方法。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、吸熱性組成物、それを用いた吸熱性成型体及びその製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　建築物、土木構築物等の構造物が火災によって高温に晒された場合には、構造物の基材
（鉄骨等）の物理的強度が急激に低下するという問題がある。これに対し、無機結合材と
金属硫酸塩を混合し硬化させた耐火被覆材；金属硫酸塩を水に溶解してスラリー化した耐
火被覆材を基材に塗付し、金属塩の再結晶により硬化させた耐火被覆材；イソシアネート
類及び無機化合物を含む水溶液を反応させた耐火被覆材等が知られている。
【０００３】
　このような耐火被覆材は、被覆対象物である基材の耐火性を向上させて火災時に有効な
断熱層を形成する。そして、結晶水の蒸発潜熱を利用して火災時の基材の温度上昇を遅延
させて物理的強度の低下を抑制する。
【０００４】
　特許文献１には、無機繊維と無機結合材とを主成分とし、硫酸アルミニウム水和物及び
水を混合した耐火被覆材組成物が記載されている。特許文献２には、硫酸アルミニウム水
和物、アクリル繊維、増粘材、粉末樹脂及び水を混合した組成物が記載されている。特許
文献３には、無機化合物、水及びイソシアネート類からなる耐火被覆材が記載されている
。
【特許文献１】特開昭５８－９６６６２号公報
【特許文献２】特開２００６－１４３８７５号公報
【特許文献３】特開平０８－２６９３９７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　耐火被覆材は、表面の破損、剥離、剥落下等を防止する耐久性、被膜の養生時間短縮等
の課題に応える必要がある。
【０００６】
　しかしながら、従来の耐火被覆材では、乾燥工程で内部まで均一な強度を持つ成型体が
得られず、また成型体表面に露出した金属硫酸塩が水に容易に溶解するため、耐久性及び
耐水性に劣っている。また、金属硫酸塩を水に溶解し結合材として使用する場合、強酸性
を示すため塗装、養生中に基材が腐食されるおそれがある。一方、結晶水を含む金属硫酸
塩を耐火被覆材として使用する場合、一度水に溶解して再結晶化させるため、結晶水の量
が変化して耐火性能にバラツキが生じるおそれがある。
【０００７】
　本発明は、このような点に鑑みてなされたものであり、耐久性、耐水性に優れると共に
、火災時には十分な強度を有し、脱水に伴う吸熱作用を利用して基材の温度上昇を効果的
に抑制できる吸熱性成型体を提供することを目的とする。また、かかる吸熱性成型体を成
型するのに適した吸熱性組成物及びそれを用いた吸熱性成型体の製造方法を提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者は、鋭意研究を重ねた結果、特定成分を有する吸熱性組成物を用いる場合には
、上記目的を達成できることを見出し、本発明を完成するに至った。
【０００９】
　即ち、本発明は、下記の吸熱性組成物、それを用いた吸熱性成型体及びその製造方法に
関する。
１．有機樹脂成分と金属水和物とを含む吸熱性組成物であって、
（１）前記有機樹脂成分は、活性水素原子を有する官能基が３つ以上のポリエステルポリ
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オール類とイソシアネート類とを組み合わせて得られるウレタン樹脂を含有し、
（２）前記金属水和物は、含水量が６重量％以上であり、且つ、脱水又は分解温度が５０
～２００℃であり、
（３）前記有機樹脂成分と前記金属水和物との重量比が５：９５～９０：１０である、
ことを特徴とする吸熱性組成物。
２．（１）前記有機樹脂成分は、可塑剤を含有する、上記項１に記載の吸熱性組成物。
３．（１）前記有機樹脂成分は、ウレタン樹脂硬化触媒を含有する、上記項１又は２に記
載の吸熱性組成物。
４．上記項１～３のいずれかに記載の吸熱性組成物を、密度が０．８～４ｇ／ｃｍ３とな
るように成型することにより得られる吸熱性成型体。
５．上記項１～３のいずれかに記載の吸熱性組成物を、密度が０．８～４ｇ／ｃｍ３とな
るように成型する吸熱性成型体の製造方法。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明の吸熱性組成物は、有機樹脂成分と金属水和物とを含み、
（１）前記有機樹脂成分は、非水系熱硬化性樹脂を含有し、
（２）前記金属水和物は、含水量が６重量％以上であり、且つ、脱水又は分解温度が５０
～２００℃であり、
（３）前記有機樹脂成分と前記金属水和物との重量比が５：９５～９０：１０であるため
、耐久性、耐水性、耐火性に優れている。このような吸熱性組成物を、特に密度が０．８
～４ｇ／ｃｍ３となるように成型して得られる吸熱性成型体は、耐火被覆材として有用で
あり、火災時に燃焼熱に晒された際に金属水和物の結晶水が脱水し、蒸発潜熱により被覆
対象の基材（鉄骨等）の温度上昇を抑制する。このような吸熱性成型体は、例えば、シー
ト状又はボード状の形態で基材を直接又は間接に被覆することにより用いる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１１】
　以下、本発明について詳細に説明する。
【００１２】
　本発明の吸熱性組成物（本明細書では、単に「組成物」とも言う）は、有機樹脂成分と
金属水和物とを含み、
（１）前記有機樹脂成分は、非水系熱硬化性樹脂を含有し、
（２）前記金属水和物は、含水量が６重量％以上であり、且つ、脱水又は分解温度が５０
～２００℃であり、
（３）前記有機樹脂成分と前記金属水和物との重量比が５：９５～９０：１０である
ことを特徴とする。
【００１３】
　上記有機樹脂成分は、本明細書では、有機樹脂単独又は有機樹脂に必要に応じて可塑剤
を添加した成分を言う。本発明では、有機樹脂として非水系熱硬化性樹脂を含有すること
により、耐火性能等に優れる吸熱性組成物及び吸熱性成型体（本明細書では、単に「成型
体」とも言う）が得られる。
【００１４】
　上記非水系熱硬化性樹脂の含有量は、有機樹脂成分中２０～１００重量％が好ましく、
４０～８０重量％がより好ましい。
【００１５】
　上記非水系熱硬化性樹脂としては、公知のプラスチック製品、シート、塗料等の分野で
バインダーとして採用されている非水系熱硬化性樹脂を使用する。非水系熱硬化性樹脂は
、水に溶解又は分散しない熱硬化性樹脂を意味し、例えば、ウレタン樹脂、エポキシ樹脂
、シリコーン樹脂、アルキッド樹脂、メラミン樹脂等の１種以上が挙げられる。
【００１６】
　上記非水系熱硬化性樹脂は、吸熱性組成物を調製する混練時に液状であればよく、常温



(4) JP 5478263 B2 2014.4.23

10

20

30

40

50

（５～３５℃）で液状のものが好ましい。この場合、常温（５～３５℃）で金属水和物と
の混合・混練が可能であり、吸熱性組成物中に金属水和物を均一に分散させ、金属水和物
を樹脂成分で覆うことができる。よって、吸熱性組成物及び吸熱性成型体の耐火性能（吸
熱性）、耐水性を向上させることができる。
【００１７】
　非水系熱硬化性樹脂としては、上記の中でもウレタン樹脂、エポキシ樹脂が好ましく、
特に吸熱性成型体に柔軟性が必要な場合は、ウレタン樹脂が好適である。また、これらの
樹脂の付加物や改質樹脂も使用することができる。
【００１８】
　ウレタン樹脂としては、ポリエーテルポリオール、ポリエステルポリオール、アクリル
ポリオール等のポリオール類とイソシアネート類とを組み合わせたものが挙げられる。
【００１９】
　ポリエーテルポリオールとしては、エチレングリコール、ジエチレングリコール、プロ
ピレングリコール、ジプロピレングリコール、グリセリン、トリメチロールプロパン、グ
ルコース、ソルビトール、シュークロース等の多価アルコールの１種又は２種以上にプロ
ピレンオキサイド、エチレンオキサイド、ブチレンオキサイド、スチレンオキサイド等の
１種又は２種以上を付加して得られるポリオール類、及び、前記多価アルコールにテトラ
ヒドロフランを開環重合により付加して得られるポリオキシテトラメチレンポリオールが
挙げられる。
【００２０】
　ポリエステルポリオールとしては、エチレングリコール、プロピレングリコール、ブタ
ンジオール、ペンタンジオール、ヘキサンジオール、シクロヘキサンジメタノール、グリ
セリン、トリメチロールプロパン又はその他の低分子ポリオールの１種又は２種以上とグ
ルタル酸、アジピン酸、ピメリン酸、スペリン酸、セバシン酸、テレフタル酸、イソフタ
ル酸、ダイマー酸、水添ダイマー酸又はその他の低分子ジカルボン酸やオリゴマー酸の１
種又は２種以上との縮合重合体；及びプロピオラクトン、カプロラクトン、バレロラクト
ン等の環状エステル類の開環重合体であるポリオール類が挙げられる。また、複数のエポ
キシ基を含有するエポキシ化合物によってポリオールを変性したエポキシ変性ポリオール
も使用できる。
【００２１】
　上記ポリオール類の中では、ポリエステルポリオールが好ましく、活性水素原子を有す
る官能基が２つ以上のポリエステルポリオール類が好ましい。更に、活性水素原子を有す
る官能基が３つ以上のポリエステルポリオール類が好ましい。活性水素原子を有する官能
基が３つ以上の場合、金属水和物との混合・混練時、及び成型時に気泡が生じ難くなるた
め、容易に混練することができ、強度の高い均一な厚みの成型体を安定して製造すること
ができる。このため、優れた耐水性を発揮することができる。
【００２２】
　なお、活性水素原子を有する官能基としては水酸基が挙げられる。また、ポリエステル
ポリオールの分子量としては、好ましくは５００～１００００、より好ましくは１０００
～５０００である。
【００２３】
　上記ポリオール類と組み合わせて使用できるイソシアネート類としては、４，４－ジフ
ェニルメタンジイソシアネート（ＭＤＩ）、２，４－トリレンジイソシアネート（ＴＤＩ
）、１，３－キシリレンジイソシアネート（ＸＤＩ）、ヘキサメチレンジイソシアネート
（ＨＭＤＩ）、ポリメチレンポリフェニルポリイソシアネート（ポリメリックＭＤＩ）、
１，５－ナフタレンジイソシアネート（ＮＤＩ）等が挙げられる。また、上記イソシアネ
ート類を水や低級１価又は多価アルコールで変性したもの；イソシアネート類とポリオー
ル類とを反応させた末端イソシアネート基含有ウレタンプレポリマー；末端イソシアネー
ト基含有ウレタンプレポリマーを水や低級１価又は多価アルコールで変性したもの；並び
に、末端イソシアネート基含有ウレタンプレポリマーとイソシアネート類の一種又は二種
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以上の混合物が使用可能である。
【００２４】
　上記イソシアネート類の中でも、特にヘキサメチレンジイソシアネート（ＨＭＤＩ）が
好ましい。この場合、金属水和物との混合・混練時、及び成型時に気泡が生じ難く、圧延
性にも優れるため強度の高い均一な厚みの成型体を安定して製造することができる。また
、成型体の柔軟性、可撓性にも優れる。
【００２５】
　ウレタン樹脂を用いる場合には、硬化触媒を併用することができる。硬化触媒は、イソ
シアネート基が反応して硬化を促進させる物質である。硬化触媒としては、アミン系触媒
、有機金属系触媒、無機系触媒等が挙げられる。例えば、アミン系触媒としては、エチレ
ンジアミン、トリエチレンジアミン、トリエチルアミン、エタノールアミン、ジエタノー
ルアミン、ヘキサメチレンジアミン等が挙げられる。また、これらのアミンの誘導体や溶
剤との混合物も挙げられる。より具体的には、有機金属系触媒としては、ジブチルスズジ
ラウレート、ジブチルスズジアセテート、酢酸カリウム等が挙げられる。無機系触媒とし
ては、塩化スズ等が挙げられる。
【００２６】
　エポキシ樹脂としては、ビスフェノールＡとエピクロルヒドリン等の縮合反応により得
られるエピ－ビス型のビスフェノールＡ型エポキシ樹脂；ビスフェノールＦ型エポキシ樹
脂；ビスフェノールＡＤ型エポキシ樹脂が一般的に用いられる。また、その他にフェノー
ルノボラック型エポキシ樹脂、ビスフェノールＡノボラック型エポキシ樹脂、クレゾール
ノボラック型エポキシ樹脂、ジアミノジフェニルメタン型エポキシ樹脂等が挙げられる。
その他、特殊なものとして、β－メチルエピクロ型、グリシジルエーテル型、グリシジル
エステル型、ポリグリコールエーテル型、グリコールエーテル型、ウレタン変性エポキシ
樹脂等のエポキシ樹脂も使用できる。また、稀釈剤としてｎ－ブチルグリシジルエーテル
、アリルグリシジルエーテル、２－エチルヘキシルグリシジルエーテル、スチレンオキサ
イド、フェニルグリシジルエーテル、クレジルグリシジルエーテル、グリシジルメタクリ
レート、ビニルシクロヘキセンモノエポキサイド、ジグリシジルエーテル等を併用するこ
とができる。エポキシ樹脂の分子量は、好ましくは１００～２０００、より好ましくは２
００～１０００である。
【００２７】
　エポキシ樹脂は、硬化剤と組み合わせて使用できる。硬化剤としては、エチレンジアミ
ン、ジエチレントリアミン、トリエチレンテトラミン、テトラエチレンペンタミン、イミ
ノビスプロピルアミン（ジプロピレントリアミン）、ビス（ヘキサメチレン）トリアミン
、１，３，６－トリスアミノメチルヘキサン、ポリメチレンジアミン、トリメチルヘキサ
メチレンジアミン、ポリエーテルジアミン、ジメチルアミノプロピルアミン、ジエチルア
ミノプロピルアミン、アミノエチルエタノールアミン等の脂肪族アミン類；メンセンジア
ミン、イソホロジアミン、ビス（４－アミノ－３－メチルシクロヘキシル）メタン、Ｎ－
アミノエチルピペラジン、メタキシリレンジアミン等の脂環族ポリアミン；メタフェニレ
ンジアミン、ジアミノジフェニルメタン、ジアミノジフェニルスルホン、ベンジルジメチ
ルアミン、ジメチルアミノメチルベンゼン等の芳香族アミン；ポリアミンエポキシ樹脂ア
ダクト、ポリアミン－エチレンオキシドアダクト、ポリアミン－プロピレンオキシドアダ
クト、シアノエチル化ポリアミン、ケチミン、芳香族酸無水物、環状脂肪族酸無水物、脂
肪族酸無水物、ハロゲン化酸無水物；ダイマー酸とポリアミンの縮合によって生成するポ
リアミド樹脂が挙げられる。
【００２８】
　上記可塑剤としては、例えば、フタル酸ジオクチル、フタル酸ジブチル、フタル酸ブチ
ルベンジル等のフタル酸エステル類；アジピン酸ジオクチル、コハク酸ジイソデシル、セ
バシン酸ジブチル、オレイン酸ブチル等の脂肪族カルボン酸エステル類；ペンタエリスリ
トールエステル等のアルコールエステル類；リン酸トリオクチル、リン酸トリクレジル等
のリン酸エステル類；パラフィン、塩素化パラフィン等が挙げられる。これらの可塑剤は
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、単独又は２種以上で使用することができる。
【００２９】
　有機樹脂成分に上記可塑剤を含むことにより、有機樹脂成分の粘度を最適化することが
できる。このため、金属水和物と混練が容易となる。更には、混合・混練時、及び成型時
に、気泡が混入及び発生し難くなり、成型体の耐水性を向上させることができる。
【００３０】
　可塑剤の添加量は、有機樹脂１００重量部に対し、通常３００重量部以下、好ましくは
５重量部～３００重量部、より好ましくは１０重量部～１５０重量部である。３００重量
部を超える場合、成型体表面のタック性が高く、強度が低下し易い。
【００３１】
　上記金属水和物は、含水量が６重量％以上であり、且つ、脱水又は分解温度が５０～２
００℃であるものを用いる。なお、本発明で用いる金属水和物は、一般式ＭＸ・ｎＨ２Ｏ
等で表される無機化合物の水和物である。
【００３２】
　このような化合物ＭＸ・ｎＨ２Ｏは、Ｍが少なくとも１種以上の金属陽イオンを含み、
Ｘが１種又は２種以上の陰イオンからなる化合物である。これらの金属水和物の含水量は
、好ましくは１０～７０重量％、より好ましくは３０～５０重量％である。その含水量は
、示差熱分析（ＴＧ－ＤＴＡ）によって求めることができる。含水量が６重量％未満の場
合、火災等に必要な吸熱性を発揮することができない。また、含水量が７０重量％を超え
る場合、耐久性、耐水性が低下する場合がある。
【００３３】
　本発明で用いる金属水和物としては、金属水和物の脱水又は分解温度が５０～２００℃
であればよいが、８０～１５０℃が好ましい。脱水温度又は分解温度が５０℃未満の場合
、常温で脱水するおそれがあり、２００℃を超える場合、火災初期の吸熱性が発揮できな
い。なお、脱水又は分解温度は、「化学便覧　基礎編　改訂５版」（日本化学会編）で規
定されている温度である。
【００３４】
　本発明では、特に金属水和物の含水量が３０～５０重量％であり、脱水又は分解温度が
８０～１５０℃である場合、火災時に金属水和物の吸熱作用により１００℃付近における
基材の温度上昇を効果的に抑制することができる。
【００３５】
　上記金属水和物としては、例えば、硫酸アンモニウムアルミニウム１２水和物、硫酸ナ
トリウムアルミニウム１２水和物、硫酸アルミニウム２７水和物、硫酸アルミニウム１８
水和物、硫酸アルミニウム１６水和物、硫酸アルミニウム１０水和物、硫酸アルミニウム
６水和物、硫酸カリウムアルミニウム１２水和物、硫酸鉄７水和物、硫酸鉄９水和物、硫
酸カリウム鉄１２水和物、硫酸マグネシウム７水和物、硫酸ナトリウム１０水和物、硫酸
ニッケル６水和物、硫酸亜鉛７水和物、硫酸ベリリウム４水和物、硫酸ジルコニウム４水
和物等の硫酸塩；亜硫酸亜鉛２水和物、亜硫酸ナトリウム７水和物等の亜硫酸塩；リン酸
アルミニウム２水和物、リン酸コバルト８水和物、リン酸マグネシウム８水和物、リン酸
マグネシウムアンモニウム６水和物、リン酸水素マグネシウム３水和物、リン酸水素マグ
ネシウム７水和物、リン酸亜鉛４水和物、リン酸二水素亜鉛２水和物等のリン酸塩；硝酸
アルミニウム９水和物、硝酸亜鉛６水和物、硝酸カルシウム４水和物、硝酸コバルト６水
和物、硝酸ビスマス５水和物、硝酸ジルコニウム５水和物、硝酸セリウム６水和物、硝酸
鉄６水和物、硝酸鉄９水和物、硝酸ニッケル６水和物、硝酸マグネシウム６水和物等の硝
酸塩；酢酸亜鉛２水和物、酢酸コバルト４水和物等の酢酸塩；塩化コバルト６水和物、塩
化鉄４水和物等の塩化物塩、ホウ砂（四ホウ酸ナトリウム５水和物、四ホウ酸ナトリウム
１０水和物）、八ホウ酸二ナトリウム四水物、ホウ酸亜鉛３．５水和物等のホウ酸塩等の
金属水和塩等が挙げられる。これらは、単独又は２種以上で使用することができる。
【００３６】
　上記金属水和物の中では硫酸塩が好ましく、その中でも硫酸アルミニウムの水和物が好
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ましい。詳細な作用機構は明らかでないが、硫酸アルミニウムの水和物の場合、脱水又は
分解反応と同時に硫酸アルミニウムが中空粒子を形成し、更に高温になると粒子どうしが
融着し断熱層を形成するため、高温での温度上昇を抑制することができると推察される。
【００３７】
　硫酸塩とホウ酸塩を混合して使用することにより、更に成型体の耐水性を向上させるこ
とができる。また、ホウ酸化合物は、燃焼時に脱水又は分解反応と同時に溶解し、燃焼残
渣がガラス状に固化するため、成型体の割れや脱落の発生を抑制する働きがある。なお、
硫酸塩とホウ酸塩の混合比（重量比）は、９９：１～３０：７０が好ましい。
【００３８】
　金属水和物が上記の条件を満たす場合、例えば基材が火災時に燃焼熱に晒されると、吸
熱性を有する組成物中の金属水和物が脱水し、その吸熱作用により、基材の温度上昇が抑
制される。
【００３９】
　有機樹脂成分と金属水和物の混合比は、重量比で５：９５～９０：１０とする。その中
でも好ましくは１０：９０～６０：４０である。特に、耐火被覆材として使用する場合、
重量比で１０：９０～６０：４０、好ましくは１５：８５～５０：５０、より好ましくは
１５：８５～４０：６０、最も好ましくは１５：８５～３５：６５である。重量比で１０
：９０より有機樹脂成分が少ない場合には、充分な耐久性、耐水性が得られない場合があ
る。重量比で６０：４０より有機樹脂成分が多い場合は、耐火性能が不十分となる場合が
ある。
【００４０】
　これらの成分以外にも、必要に応じて、繊維材料、着色顔料、分散剤、難燃剤、撥水剤
、充填材、骨材等を適宜配合できる。これらは、１種又は２種以上で使用できる。
【００４１】
　繊維材料としては、ロックウール、ガラス繊維、アルミニウム繊維、ステンレス繊維、
シリカ－アルミナ繊維、カーボン繊維等の無機繊維；パルプ繊維、ポリプロピレン繊維、
ビニル繊維、アラミド繊維等の有機繊維が挙げられる。繊維材料を配合することにより、
成型体を補強するとともに、柔軟性を向上することができる。
【００４２】
　着色顔料としては、一般の塗料用顔料（有機顔料・無機顔料）が使用できる。特に、二
酸化チタン、炭化ケイ素、アルミナ、ベンガラ、黄色酸化鉄、チタンイエロー、クロムグ
リーン、群青、コバルトブルー等の無機顔料が好ましい。更に、耐火性能をより高めるた
めに膨張性黒鉛、未膨張バーミキュライト等を配合してもよい。
【００４３】
　難燃剤は、一般に、火災時に脱水冷却効果、不燃性ガス発生効果、バインダー炭化促進
効果等の少なくとも１つの効果を発揮し、バインダーの燃焼を防止又は抑制する。本発明
において、難燃剤としては、公知の耐火塗料及び／又はシートで用いる難燃剤と同じもの
が使用できる。
【００４４】
　難燃剤としては、例えば、トリクレジルホスフェート、ジフェニルクレジルフォスフェ
ート、ジフェニルオクチルフォスフェート、トリ（β－クロロエチル）フォスフェート、
トリブチルフォスフェート、トリ（ジクロロプロピル）フォスフェート、トリフェニルフ
ォスフェート、トリ（ジブロモプロピル）フォスフェート、クロロフォスフォネート、ブ
ロモフォスフォネート、ジエチル－Ｎ，　Ｎ－ビス（２－ヒドロキシエチル）アミノメチ
ルフォスフェート、ジ（ポリオキシエチレン）ヒドロキシメチルフォスフォネート等の有
機リン系化合物；塩素化ポリフェニル、塩素化ポリエチレン、塩化ジフェニル、塩化トリ
フェニル、五塩化脂肪酸エステル、パークロロペンタシクロデカン、塩素化ナフタレン、
テトラクロル無水フタル酸等の塩素化合物；三酸化アンチモン、五塩化アンチモン等のア
ンチモン化合物；三塩化リン、五塩化リン、リン酸アンモニウム、ポリリン酸アンモニウ
ム等のリン化合物；その他ホウ酸亜鉛、ホウ酸ソーダ等の無機質化合物等が挙げられる。
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これらは、単独又は２種以上で使用することができる。
【００４５】
　分散剤としては、アニオン性、カチオン性、ノニオン性、高分子タイプのものを使用で
きるが、特に、酸価が０～４００、アミン価が０～２００であるものが好ましい。特に、
本発明では酸価が０～１００、アミン価が０～１００であるものが好ましく、酸価が２０
～６０、アミン価が２０～６０であるものがより好ましく、酸価が３０～５０、アミン価
が３０～５０であるものが最も好ましい（更に好ましくは等量である）。
【００４６】
　分散剤の作用機構は明確ではないが、有機樹脂成分と金属水和物との混合・混練時の粘
度を最適化し、分散性に優れる。このため、金属水和物が均一に分散され、柔軟性、可撓
性に優れる組成物及び成型体を製造することができる。
【００４７】
　分散剤としては、具体的には、長鎖ポリアミノアマイドと酸ポリマーの塩、ポリアミノ
アマイドのポリカルボン酸塩、長鎖ポリアミノアマイドと極性酸エステルの塩、酸性基を
有するコポリマー、水酸基含有カルボン酸エステル、アルキロールアミノアマイド、顔料
に親和性のあるアクリル系共重合物、不飽和ポリカルボン酸ポリアミノアマイド、酸性ポ
リマーのアルキルアンモニウム塩、顔料に親和性のある共重合物のリン酸エステル塩、顔
料に親和性のあるブロック共重合物、酸基を含むブロック共重合物のアルキルアンモニウ
ム塩、変性アクリル系ブロック共重合物、顔料に親和性のあるアクリル系共重合物、不飽
和ポリカルボン酸ポリマー又は不飽和ポリカルボン酸ポリマーとポリシロキサン、不飽和
ポリカルボン酸ポリマー、高分子共重合体のアルキルアンモニウム塩、顔料親和性基を有
する高分子共重合体、不飽和酸性ポリカルボン酸ポリエステルとポリシロキサン、等が挙
げられる。以上のような成分は、それぞれ１種又は２種以上で使用することができる。
【００４８】
　撥水剤としては、例えば、パラフィンワックス、ポリエチレンワックス、アクリル・エ
チレン共重合体ワックス等のワックス系撥水剤；シリコーン樹脂、ポリジメチルシロキサ
ン、アルキルアルコキシシラン等のシリコーン系撥水剤；パーフロロアルキルカルボン酸
塩、パーフロロアルキルリン酸エステル、パーフロロアルキルトリメチルアンモニウム塩
等のフッ素系撥水剤等が挙げられる。
【００４９】
　本発明では特に、アルキル基の炭素数が３～１２であるアルキルアルコキシ化合物（以
下、単に「アルキルアルコキシシラン化合物」とも言う。）を含むシリコーン系撥水剤を
使用することが好ましい。
【００５０】
　このようなアルキルアルコキシシラン化合物は、珪素原子にアルキル基とアルコキシル
基が結合した化合物であり、例えば下記式（１）で示される化合物及び／又はその縮合物
を使用することができる。
【００５１】
　Ｒ１－Ｓｉ（ＯＲ２）３　（１）
　上記式（１）で示される化合物としては、例えば、プロピルトリメトキシシラン、プロ
ピルトリエトキシシラン、ブチルトリメトキシシラン、ブチルトリエトキシシラン、ペン
チルトリメトキシシラン、ペンチルトリエトキシシラン、ヘキシルトリメトキシシラン、
ヘキシルトリエトキシシラン、ヘプチルトリメトキシシラン、ヘプチルトリエトキシシラ
ン、オクチルトリメトキシシラン、オクチルトリエトキシシラン、ノニルトリメトキシシ
ラン、ノニルトリエトキシシラン、デシルトリメトキシシラン、デシルトリエトキシシラ
ン、ウンデシルトリメトキシシラン、ウンデシルトリエトキシシラン、ドデシルトリメト
キシシラン、ドデシルトリエトキシシラン等が挙げられる。
【００５２】
　アルキルアルコキシシラン化合物としては、アルキル基の炭素数が３～１２（好ましく
は５～８）のものを使用する。アルキル基は、その一部がハロゲン等で置換されたもので
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あってもよい。アルキル基の炭素数が上記範囲内であれば、耐水性において優れた性能を
発揮することができる。
【００５３】
　アルキルアルコキシシラン化合物におけるアルコキシル基としては、その炭素数が１～
８（好ましくは１～４、より好ましくは１～２）のものが挙げられ、特に炭素数１のメト
キシ基が好適である。アルコキシル基の炭素数が上記範囲であれば、耐水性等の性能にお
いて有利な効果を得ることができる。
【００５４】
　撥水剤は、有機樹脂成分１００重量部に対して０．２～１０重量部が好ましく、０．３
～５重量部がより好ましい。０．２重量部よりも少ない場合には、撥水効果が得られ難く
、１０重量部を超える場合には有機樹脂の硬化を阻害するおそれがある。
【００５５】
　充填剤としては、例えば、タルク、炭酸カルシウム、炭酸ナトリウム、酸化アルミニウ
ム、酸化亜鉛、シリカ、粘土、クレー、シラス、珪砂、珪石粉、石英粉、アルミナ、ホウ
酸亜鉛、硫酸バリウム、マイカガラス粉末等が挙げられる。
【００５６】
　骨材としては、天然又は人工のいずれでもよく、着色されていてもよい。骨材として、
例えば、パーライト、膨張頁岩、膨張バーミキュライト、軽石、シラスバルーン、ガラス
バルーン、中空樹脂ビーズ、ＡＬＣ粉砕物、アルミノシリケート発泡体等の軽量骨材を使
用した場合、成型体の耐熱性、柔軟性を向上させることができる。
【００５７】
　本発明の吸熱性組成物は、上記有機樹脂成分と金属水和物とを必須成分とし、これらと
必要に応じて添加剤を加えて混練することにより得られる。また、本発明の吸熱性成型体
は、上記組成物を成型することにより得られる。
【００５８】
　吸熱性組成物を調製する際の混練及び成型時の温度は、適宜設定することができるが、
通常は常温でよい。但し、加熱する場合は、金属水和物の脱水又は分解温度未満とする。
また、本発明では混練時に、必要に応じて溶媒を添加できるが、この場合、非水系溶媒が
好ましく、水は使用しない。
【００５９】
　吸熱性成型体を製造するには、例えば、吸熱性組成物を型枠内に流し込み、乾燥後に脱
型する方法、吸熱性組成物を塗工機によって離型紙に塗付した後に巻き取る方法、吸熱性
組成物をペレット状にした後に押し出し成型機によってシート状に加工する方法、バンバ
リーミキサー、ミキシングロール等で混練した吸熱性組成物を複数の熱ロールからなるカ
レンダによって圧延してシート状に加工する方法等が採用できる。
【００６０】
　吸熱性成型体を耐火被覆材として使用する場合の厚みは、耐火性能、適用部位等により
適宜設定すれば良いが、通常は１～２０ｍｍ程度、好ましくは２～１０ｍｍとする。１ｍ
ｍ未満の場合には、充分な耐火性能が得られないことがある。２０ｍｍを超える場合は、
厚みに相当するだけの耐火性能が十分に得られない場合がある。但し、耐火性能、適用部
位等によっては必ずしもこのような厚みに限定されない。
【００６１】
　また、本発明の吸熱性成型体は、有機樹脂成分中に均一、且つ、緻密に金属水和物が分
散した状態となる。このため、火災時の金属水和物の脱水反応が緩やかに進行し、１００
℃付近の鋼材温度上昇を抑制する効果が高い。本発明では成型体の密度を０．８～４ｇ／
ｃｍ３に設定し、好ましくは１～２．４ｇ／ｃｍ３、より好ましくは１．２～２ｇ／ｃｍ
３である。かかる密度に設定することにより、高い吸熱性能（耐火性能等）が得られる。
【００６２】
　成型体の密度が０．８ｇ／ｃｍ３より小さいフォーム状の成型体のような場合、成型体
内部又は外部へ通じる空隙により、火災時に成型体中に含まれる金属水和物の脱水、気化
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反応が瞬時に起こり、水の蒸発潜熱により得られる吸熱効果が得られ難くなるため、基材
の温度上昇抑制を十分に満足できないおそれがある。また、フォーム状の成型体は、空隙
により金属水和物の含有量も制限されるため、十分な吸熱性能を得るには成型体の厚みを
大きくすることが必要となる。更に、空隙内に容易に水が浸透するため耐水性に劣り、水
が接触した場合、金属水和物の溶解、流出、又は他に水溶性の金属塩が共存する場合は、
新たな金属塩を生成する可能性があり、著しく吸熱性能を低下させるおそれがある。
【００６３】
　成型体の密度が４ｇ／ｃｍ３より大きい場合はそれ自身の重量が大きいため、柱等の垂
直面又は梁の下面等へ接着した際に脱落が生じる可能性があり、好ましくない。
【００６４】
　なお、密度は、成型体の重量をその体積で除した値である。
【００６５】
　本発明では、吸熱性成型体に、必要に応じ、例えば、織布、不織布、ガラス不織布、セ
ラミックペーパー、合成紙、ガラスクロス、メッシュ等の補強層、アルミニウム箔、アル
ミニウム箔・合成樹脂積層シート、アルミニウム箔・クラフト紙積層シート、アルミニウ
ム箔・ガラス織布積層シート、アルミニウム箔・メッシュ積層シート、アルミニウム板、
カラー鋼板、ステンレス鋼板等の熱反射層を積層することができる。積層形態としては、
金属水和物の吸熱作用による温度上昇抑制を目的とする、建物の梁、柱、壁、天井、床、
電線やケーブル及びそれらを収納したパイプやケース等の基材（以下、単に「基材」とも
言う。）と接する面を「成型体裏面」、その反対側を「成型体表面」とすると、
１．成型体裏面に補強層を積層する
２．成型体裏面及び、成型体の内部に補強層を複数積層する
３．成型体表面に熱反射層を積層する
４．上記１．又は２．と上記３．を適宜組み合わせ積層する
等が挙げられる。本発明では特に、上記４．の積層形態が好ましい。
【００６６】
　成型体裏面に、ガラス不織布、ガラスメッシュ等の補強層を積層することにより、接着
剤を介して基材に成型体を貼り付けた際、基材との密着性が向上し、成型体がズレ落ちる
のを防止でき、火災時の耐火性が向上する。更に、成型体表面にアルミニウム箔、アルミ
ニウム箔・ガラス不織布積層シート、アルミニウム箔・メッシュ積層シート、アルミニウ
ム箔・合成樹脂積層シート等の熱反射層を積層することにより、火災時、金属水和物の脱
水速度を制御でき、基材温度の上昇を抑制することができる。また、ウレタンフォーム等
の断熱層を積層することにより、断熱性を向上させることもできる。
【００６７】
　上記の積層体を形成する場合、例えば、吸熱性成型体を加工する際に同時に積層させた
り、成型体加工後に接着剤を使用して積層させたりすることができる。
【００６８】
　本発明では、吸熱性成型体表面又は熱反射層に必要に応じ上塗層を積層することもでき
る。上塗層は、公知の水性型又は溶剤型塗料の塗付、又は、化粧部材のラミネートによっ
て形成することができる。上塗層は、例えば、アクリル樹脂系、ウレタン樹脂系、アクリ
ルシリコン樹脂系、フッ素樹脂系等の塗料を塗付することによって形成することができる
。これらの塗装は、公知の塗装方法によれば良く、スプレー、ローラー、刷毛等の塗装器
具を使用することができる。
【００６９】
　本発明の吸熱性成型体は、建築物の柱や壁、天井等の耐火、断熱、防炎用材料、電線や
ケーブル等の各種基材への被覆材として使用することができ、１００℃付近での温度上昇
を効果的に抑制することができる。基材へ被覆する際は、本発明の効果を阻害しない限り
、有機樹脂等の接着剤を使用して直接又は間接に被覆することができる。
【実施例】
【００７０】
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　以下に試験例を示して本発明をより具体的に説明する。但し、本発明は以下の試験例に
限定されない。
【００７１】
（試験例１）
　ポリオールＡ：１２．０重量部、パラフィン（可塑剤）：８．０重量部、含水量約４８
重量％の硫酸アルミニウム１８水和物（分解温度：８６．５℃）：８０重量部、分散剤：
３．２重量部、イソシアネートＡ：１．０２重量部、ウレタン樹脂硬化触媒：０．１重量
部を常温下（２５℃）で混合して混練物を得た。混練物を型枠（３００ｍｍ×３００ｍｍ
）に充填し、２５℃で７日間養生・硬化させ、その後脱型し、柔軟性のあるシート状の成
型体１を得た。成型体１の厚さは２．５ｍｍ、密度は１．５０ｇ／ｃｍ３であった。
【００７２】
　また、作製した成型体１について以下の評価を実施した。
【００７３】
（強度試験）
　直径１０ｍｍの円盤状の軸を取り付けたプッシュプルスケール（株式会社今田製作所製
）を用いて、成型体１の上方からストローク長２．０ｍｍで押し込み、圧縮強度を測定し
た。結果を表１に示す。
【００７４】
（耐水性試験Ａ）
　成型体１を７５×７５ｍｍに切断し、常温下、水に２４時間浸漬させ、浸漬前後の外観
を目視で評価した。評価は、１０：異常なし～１：形状崩壊として１０段階で行った。結
果を表１に示す。
【００７５】
（耐水性試験Ｂ）
　成型体１を７５×７５ｍｍに切断し、常温下、水に７２時間浸漬させ、浸漬前後の外観
を目視で評価した。評価は、１０：異常なし～１：形状崩壊として１０段階で行った。結
果を表１に示す。
【００７６】
（耐火性能試験）
　有機系接着剤を用いて成型体１を鋼板（１５０ｍｍ×１５０ｍｍ×６ｍｍ）に貼り付け
て試験体とした。試験体を用いてＩＳＯ８３４の標準加熱曲線に従って６０分の加熱試験
を行い、６０分後の鋼材裏面の温度を熱電対にて測定した。評価は、５段階で行った。
Ａ：５００℃未満
Ｂ：５００℃以上、５５０℃未満
Ｃ：５５０℃以上、６００℃未満
Ｄ：６００℃以上、６５０℃未満
Ｅ：６５０℃以上、または試験不可
【００７７】
　なお、成型体の製造においては、以下の原料を使用した。
・ポリオールＡ：３官能ポリエステルポリオール（分子量：４６００、水酸基価：３６）
・ポリオールＢ：２官能ポリエステルポリオール（分子量：１０００、水酸基価：１１０
）
・エポキシ樹脂：ビスフェノールＡ型（分子量：４００、エポキシ当量：１９０）
・分散剤：酸－塩基化合物（酸価／アミン価＝４０／４０）
・触媒：ジブチルスズジラウレート
・変性脂肪族アミン：イソホロジアミン
・イソシアネートＡ：ポリメリックＭＤＩ（ＮＣＯ％：３０．１％）
・イソシアネートＢ：ヘキサメチレンジイソシアネート（ＨＭＤＩ）（ＮＣＯ％：２０．
５％）
・撥水剤：シリコーン系撥水剤
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【００７８】
（試験例２）
　ポリオールＡ：９．０重量部、ポリオールＢ：３．０重量部、パラフィン（可塑剤）：
８．０重量部、含水量約４８重量％の硫酸アルミニウム１８水和物（分解温度：８６．５
℃）：８０重量部、分散剤：３．２重量部、イソシアネートＡ：１．５８重量部、ウレタ
ン樹脂硬化触媒：０．１重量部を常温下（２５℃）で混合して混練物を得た。混練物を型
枠（３００ｍｍ×３００ｍｍ）に充填し、２５℃で７日間養生・硬化させ、その後脱型し
、柔軟性のあるシート状の成型体２を得た。成型体２の厚さは２．５ｍｍ、密度は、１．
５０ｇ／ｃｍ３であった。
【００７９】
　作製した成型体２について、成型体１と同様の評価を実施した。
【００８０】
（試験例３）
　ポリオールＢ：１２．０重量部、パラフィン（可塑剤）：８．０重量部、含水量約４８
重量％の硫酸アルミニウム１８水和物（分解温度：８６．５℃）：８０重量部、分散剤：
３．２重量部、イソシアネートＡ：３．３重量部、ウレタン樹脂硬化触媒０．１：重量部
を常温下（２５℃）で混合して混練物を得た。混練物を型枠（３００ｍｍ×３００ｍｍ）
に充填し、２５℃で７日間養生・硬化させ、その後脱型し、柔軟性のあるシート状の成型
体３を得た。成型体３の厚さは２．５ｍｍ、密度は、１．４５ｇ／ｃｍ３であった。
【００８１】
　作製した成型体３について、成型体１と同様の評価を実施した。
【００８２】
（試験例４）
　ポリオールＡ：２０．０重量部、パラフィン（可塑剤）：１３．０重量部、含水量約４
８重量％の硫酸アルミニウム１８水和物（分解温度：８６．５℃）：６７重量部、分散剤
：２．４重量部、イソシアネートＡ：１．７９重量部、ウレタン樹脂硬化触媒：０．１重
量部を常温下（２５℃）で混合して混練物を得た。混練物を型枠（３００ｍｍ×３００ｍ
ｍ）に充填し、２５℃で７日間養生・硬化させ、その後脱型し、柔軟性のあるシート状の
成型体４を得た。成型体４の厚さは２．５ｍｍ、密度は、１．４０ｇ／ｃｍ３であった。
【００８３】
　作製した成型体４について、成型体１と同様の評価を実施した。
【００８４】
（試験例５）
　エポキシ樹脂：１０．０重量部、パラフィン（可塑剤）：８．０重量部、含水量約４８
重量％の硫酸アルミニウム１８水和物（分解温度：８６．５℃）：８０重量部、分散剤：
３．２重量部、変性脂肪族アミン（エポキシ樹脂硬化剤）：３．０１重量部を常温下（２
５℃）で混合して混練物を得た。混練物を型枠（３００ｍｍ×３００ｍｍ）に充填し、２
５℃で７日間養生・硬化させ、その後脱型し、硬質なシート状の成型体５を得た。成型体
５の厚さは２．５ｍｍ、密度は、１．５１ｇ／ｃｍ３であった。
【００８５】
　作製した成型体５について、成型体１と同様の評価を実施した。
【００８６】
（試験例６）
　ポリオールＡ：２４．０重量部、パラフィン（可塑剤）：１６．０重量部、含水量約４
８重量％の硫酸アルミニウム１８水和物（分解温度：８６．５℃）：６０重量部、分散剤
：２．４重量部、イソシアネートＡ：２．１５重量部、ウレタン樹脂硬化触媒：０．１重
量部を常温下（２５℃）で混合して混練物を得た。混練物を型枠（３００ｍｍ×３００ｍ
ｍ）に充填し、２５℃で７日間養生・硬化させ、その後脱型し、柔軟性のあるシート状の
成型体６を得た。成型体６の厚さは２．５ｍｍ、密度は、１．３６ｇ／ｃｍ３であった。
【００８７】
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　作製した成型体６について、成型体１と同様の評価を実施した。
【００８８】
（試験例７）
　ポリオールＡ：３６．０重量部、パラフィン（可塑剤）：２４．０重量部、含水量約４
８重量％の硫酸アルミニウム１８水和物（分解温度：８６．５℃）：４０重量部、分散剤
：１．６重量部、イソシアネートＡ：３．２３重量部、ウレタン樹脂硬化触媒：０．１重
量部を常温下（２５℃）で混合して混練物を得た。混練物を型枠（３００ｍｍ×３００ｍ
ｍ）に充填し、２５℃で７日間養生・硬化させ、その後脱型し、柔軟性のあるシート状の
成型体７を得た。成型体７の厚さは２．５ｍｍ、密度は、１．２２ｇ／ｃｍ３であった。
【００８９】
　作製した成型体７について、成型体１と同様の評価を実施した。
【００９０】
（試験例８）
　ポリオールＡ：１２．０重量部、パラフィン（可塑剤）：８．０重量部、含水量約４８
重量％の硫酸アルミニウム１８水和物（分解温度：８６．５℃）：８０重量部、分散剤３
．２重量部、水：５．０重量部、イソシアネートＡ：１．０７重量部、ウレタン樹脂硬化
触媒：０．１重量部を常温下（２５℃）で混合して混練物を得た。混練物を型枠（３００
ｍｍ×３００ｍｍ）に充填し、２５℃で７日間養生・硬化させ、その後脱型し、フォーム
状の成型体８を得た。成型体８の密度は、０．０４ｇ／ｃｍ３であった。
【００９１】
　この成型体８を厚さ２．５ｍｍに切り出し、成型体１と同様の評価を実施した。
【００９２】
（試験例９）
　含水量約４８重量％の硫酸アルミニウム１８水和物（分解温度：８６．５℃）：８０重
量部、分散剤：３．２重量部、水：５０重量部、イソシアネートＡ：１００重量部、ウレ
タン樹脂硬化触媒：０．１重量部を常温下（２５℃）で混合して混練物を得た。混練物を
型枠（３００ｍｍ×３００ｍｍ）に充填し、２５℃で７日間養生・硬化させ、その後脱型
し、フォーム状の成型体９を得た。成型体９の密度は、０．０１ｇ／ｃｍ３であった。
【００９３】
　この成型体９を厚さ２．５ｍｍに切り出し、成型体１と同様の評価を実施した。
【００９４】
（試験例１０）
　ポリオールＡ：１２．０重量部、パラフィン（可塑剤）：８．０重量部、含水量約４８
重量％水酸化アルミニウム（分解温度：３００℃）：８０重量部、分散剤：３．２重量部
、イソシアネートＡ：１．０７重量部、ウレタン樹脂硬化触媒：０．１重量部を常温下（
２５℃）で混合して混練物を得た。混練物を型枠（３００ｍｍ×３００ｍｍ）に充填し、
２５℃で７日間養生・硬化させ、その後脱型し、柔軟性のあるシート状の成型体１０を得
た。成型体１０の厚さは２．５ｍｍ、密度は、２．０６ｇ／ｃｍ３であった。
【００９５】
　作製した成型体１０について、成型体１と同様の評価を実施した。
【００９６】
（試験例１１）
　スチレンアクリル樹脂（熱可塑性樹脂）：０．８重量部、エチレンアクリル樹脂（熱可
塑性樹脂）：３．２重量部、パラフィン（可塑剤）：１６重量部と、含水量約４８重量％
の硫酸アルミニウム１８水和物（分解温度：８６．５℃）：８０重量部を予め混合し、加
圧ニーダーで混練してシート用混練物を調製した。圧延ローラーでシート厚みが２．５ｍ
ｍとなるように上記混練物を圧延してシート化した。この場合、８５℃の混練温度が必要
であった。成型体１１の厚さは２．５ｍｍ、密度は、１．５２ｇ／ｃｍ３であった。
【００９７】
　作製した成型体１１について、成型体１と同様の評価を実施した。
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【００９８】
（試験例１２）
　スチレンアクリル樹脂（熱可塑性樹脂）：３．６重量部、エチレンアクリル樹脂（熱可
塑性樹脂）：１４．４重量部、パラフィン（可塑剤）：２．０重量部と、含水量約４８重
量％の硫酸アルミニウム１８水和物（分解温度：８６．５℃）：８０重量部を予め混合し
、加圧ニーダーで混練してシート用混練物を調製しようとした。この場合、１５０℃の混
練温度が必要であり、硫酸アルミニウム１８水和物中の水分が一気に脱水するため混練が
不可能であった。
【００９９】
　次いで、吸熱性を有する成型体の積層体を評価した。
【０１００】
（試験例１３）
　型枠内に予めガラス不織布（厚さ０．２２ｍｍ、質量２５ｇ／ｍ２）を敷き、試験例１
と同様の成型体用混練物を充填し、さらにその上に、前記同様のガラス不織布を積層させ
、２５℃で７日間養生・硬化させ、その後脱型し、シート状の成型体１３を得た。成型体
１３の厚さは２．５ｍｍ、密度は、１．５２ｇ／ｃｍ３であった。
【０１０１】
　作製した成型体１３について、成型体１と同様の評価を実施した。
【０１０２】
（試験例１４）
　型枠内に予めガラス不織布（厚さ０．２２ｍｍ、質量２５ｇ／ｍ２）を敷き、試験例１
と同様の成型体用混練物を充填し、さらにアルミニウム箔・メッシュ積層シート（厚さ０
．１５ｍｍ、質量２３０ｇ／ｍ２）を積層させ、２５℃で２時間硬化７日間養生・硬化さ
せ、その後脱型し、シート状の成型体１４を得た。成型体１４の厚さは２．５ｍｍ、密度
は、１．５３ｇ／ｃｍ３であった。
【０１０３】
　作製した成型体１４について、成型体１と同様の評価を実施した。
【０１０４】
（試験例１５）
　ポリオールＡ：１５．８重量部、パラフィン（可塑剤）：１２．０重量部、含水量約４
８重量％の硫酸アルミニウム１８水和物（分解温度：８６．５℃）：７０重量部、分散剤
：２．８重量部、イソシアネートＢ：２．２重量部、ウレタン樹脂硬化触媒：０．１重量
部を常温下（２５℃）で混合して混練物を得た。混練物を型枠（３００ｍｍ×３００ｍｍ
）に充填し、２５℃で７日間養生・硬化させ、その後脱型し、柔軟性のあるシート状の成
型体１５を得た。成型体１５の厚さは２．５ｍｍ、密度は、１．５１ｇ／ｃｍ３であった
。
【０１０５】
　作製した成型体１５について、成型体１と同様の評価を実施した。
【０１０６】
（試験例１６）
　ポリオールＡ：１５．８重量部、パラフィン（可塑剤）：１２．０重量部、含水量約４
８重量％の硫酸アルミニウム１８水和物（分解温度：８６．５℃）：７０重量部、分散剤
：２．３重量部、撥水剤：０．５重量部、イソシアネートＢ：２．２重量部、ウレタン樹
脂硬化触媒：０．１重量部を常温下（２５℃）で混合して混練物を得た。混練物を型枠（
３００ｍｍ×３００ｍｍ）に充填し、２５℃で７日間養生・硬化させ、その後脱型し、柔
軟性のあるシート状の成型体１６を得た。成型体１６の厚さは２．５ｍｍ、密度は、１．
５０ｇ／ｃｍ３であった。
【０１０７】
　作製した成型体１６について、成型体１と同様の評価を実施した。
【０１０８】
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（試験例１７）
　ポリオールＡ：１５．８重量部、パラフィン（可塑剤）：１２．０重量部、含水量約４
８重量％の硫酸アルミニウム１８水和物（分解温度：８６．５℃）：７０重量部、分散剤
：２．０重量部、撥水剤：０．８重量部、イソシアネートＢ：２．２重量部、ウレタン樹
脂硬化触媒：０．１重量部を常温下（２５℃）で混合して混練物を得た。混練物を型枠（
３００ｍｍ×３００ｍｍ）に充填し、２５℃で７日間養生・硬化させ、その後脱型し、柔
軟性のあるシート状の成型体１７を得た。成型体１７の厚さは２．５ｍｍ、密度は、１．
５０ｇ／ｃｍ３であった。
【０１０９】
　作製した成型体１７について、成型体１と同様の評価を実施した。
【０１１０】
（試験例１８）
　ポリオールＡ：１５．８重量部、パラフィン（可塑剤）：１２．０重量部、含水量約４
８重量％の硫酸アルミニウム１８水和物（分解温度：８６．５℃）：３５重量部、ホウ砂
（四ホウ酸ナトリウム５水和物、脱水温度：１５０℃）：３５重量部、分散剤２．８重量
部、イソシアネートＢ：２．２重量部、ウレタン樹脂硬化触媒：０．１重量部を常温下（
２５℃）で混合して混練物を得た。混練物を型枠（３００ｍｍ×３００ｍｍ）に充填し、
２５℃で７日間養生・硬化させ、その後脱型し、柔軟性のあるシート状の成型体１８を得
た。成型体１８の厚さは２．５ｍｍ、密度は、１．４７ｇ／ｃｍ３であった。
【０１１１】
　作製した成型体１８について、成型体１と同様の評価を実施した。
【０１１２】
（試験例１９）
　型枠内に予めガラス不織布（厚さ０．２２ｍｍ、質量２５ｇ／ｍ２）を敷き、試験例１
５と同様の成型体用混練物を充填し、さらにアルミニウム箔・メッシュ積層シート（厚さ
０．１５ｍｍ、質量２３０ｇ／ｍ２）を積層させ、２５℃で２時間、常温で７日間養生・
硬化させ、その後脱型し、シート状の成型体１９を得た。成型体１９の厚さは２．５ｍｍ
、密度は、１．４９ｇ／ｃｍ３であった。
【０１１３】
　作製した成型体１９について、成型体１と同様の評価を実施した。
【０１１４】
　試験例１～１９の結果を表１に示す。
【０１１５】
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【表１－１】

【０１１６】
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【表１－２】

【０１１７】
　試験例１～６では、耐火性能試験は概ね良好な結果であった。また、試験例１、２、４
、６においては、強度、耐水性に関しても良好な結果であった。試験例７、１０では、成
型体の強度、耐水性は良好な結果であった。
【０１１８】
　一方、試験例８、９では、成型体がフォーム状となり、強度、耐水性、耐火性能が劣る
結果であった。試験例１１、１２は、熱可塑性樹脂を用い成型体の作製を試みたが、試験
例１１では、硫酸アルミニウム１８水和物の分解温度以下の温度で混練することで可塑剤
が過剰に必要となり、作製した成型体の耐水性、耐火性に劣る結果であった。また、試験
例１２では、１５０℃の混練温度が必要であり、硫酸アルミニウム１８水和物中の水分が
一気に脱水するため混練が不可能であった。
【０１１９】
　また、試験例１３、１４の積層体では、試験例１～１２と比べて強度、耐水性、耐火性
能全てにおいて良好な結果であった。
【０１２０】
　試験例１５～１９では、耐火性能試験、強度に関して良好な結果であった。また、可撓
性、成型性に優れる結果であった。更に、試験例１６、１７、１８、１９に関しては、耐
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